
農業技術センター野菜第１係調査棟及び資材庫改築工事基本・実施設計業務委託

業務説明書

１ 業務の概要

（１）業務の目的

農業技術センターでは、イチゴに関する試験研究を行っている。その中で、試験

を行うための野菜第１係調査棟（以下、「調査棟」という）、及び農薬や農業資材

を保管する資材庫は必要不可欠の施設である。また、調査棟は関係職員やイチゴ生

産者の研修を行う人材育成の場として重要な役割を担っている。しかし、各施設の

老朽化、機器の故障による研修への影響等が目立ち始め、業務に支障をきたしてい

る。このことから、人材育成の活性化や業務の効率化を図るため、既存の調査棟、

資材庫を解体し、調査棟兼資材庫を新たに整備するものである。

（２）業務内容

農業技術センターの調査棟及び資材庫の改築工事に必要な調査や手続き、問題、

要求性能の確認と解決策の実行及び関係者との協議など、必要な関連作業を行い、

これらを踏まえた上で、解体工事及び改築工事の基本・実施設計を行う。なお、業

務内容の詳細は別添の委託仕様書（案）による。

（３）技術提案を求めるテーマ

本業務において技術提案を求めるテーマを、以下に示す。

①試験研究や研修を効率的に行うために設計業務において配慮すべきことは何か。

②調査棟及び資材庫の改築工事によるライフサイクルコストの低減を踏まえた設

計を行う上で、配慮すべき事項は何か。

③ZEB Ready相当以上を達成するため、配慮すべき事項は何か。

④県で推進する県産材（木材等）の活用、及び設計業務へのBIMの活用についてど

のように配慮するか。また、このことによる施設側のメリットは何か。

※事業内容の詳細及びスマート農業に関しては、別添付属資料参照のこと。

（４）履行期限

履行期限は、以下のとおり予定している。

契約日から令和 ７年 １月３１日

（５）業務実施上の条件

技術提案書の提出者に対する要件は、次に掲げる条件を満たしている単体企業で

あること。

①地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第１６７条の４第１項の規定に該当

しない者であること。

②群馬県財務規則第１７０条第２項の規定に基づく県の入札参加制限を受けてい

ない者であること｡

③群馬県建設工事請負業者等指名停止措置要綱に基づく指名停止期間中のもので

ないこと。



④警察当局から群馬県知事に対し、暴力団員が実質的に経営を支配する業者又は

これに準ずるものとして、公共建設コンサルタント業務等からの排除要請があ

り、当該状態が継続している者でないこと。

⑤建築士法（昭和２５年法律第２０２号）第２３条の規定に基づく一級建築士事

務所の登録を行っていること。

⑥群馬県の令和６・７年度建設工事に係る調査・測量・コンサルタント等入札参

加資格者名簿に建築関係建設コンサルタント業務として登載されていること。

(会社更生法(平成14年法律第154号)又は民事再生法(平成11年法律第225号)に基

づき更生手続開始又は再生手続開始(以下｢手続開始｣という｡)の申立てがなされ

ている者については、手続き開始の決定後、資格の再認定を受けている者。）

⑦この手続きに参加しようとする者の間に以下の基準のいずれかに該当する関係

がないこと。

1)資本関係

次のいずれかに該当する２者の場合。ただし、子会社（会社法第２条第三号

及び同条第三号の二の規定による子会社をいう。以下同じ。）又は子会社の一

方が会社更生法第２条第７項に規定する更生会社（以下「更生会社」とい

う。）又は民事再生法第２条第四号に規定する再生手続が存続中の会社である

場合は除く。

イ 親会社（会社法第２条第四号及び同条第四号の二の規定による親会社をい

う。以下同じ。）と子会社の関係にある場合

ロ 親会社を同じくする子会社同士の関係にある場合

2)人的関係

次のいずれかに該当する２者の場合。ただし、イについては、会社の一方が

更生会社又は再生手続が継続中の会社である場合は除く。

イ 一方の会社の役員が、他方の会社の役員を現に兼ねている場合

ロ 一方の会社の役員が、他方の会社の会社更生法第６７条第１項又は民事再

生法第６４条第２項の規定により選任された管財人を現に兼ねている場合

3)その他この手続きの適正さが阻害されると認められる場合

①又は②と同視しうる資本関係又は人的関係があると認められる場合

⑧群馬県に本社（店）を有する者であること。

⑨管理技術者は、一級建築士であること。

⑩管理技術者及び主たる分担業務分野である総合分野の主任担当技術者は、参加

表明書及び技術提案書の提出者の組織に所属していること。（参加表明書提出

日前３ヶ月以上継続して雇用している者に限る。）

⑪管理技術者及び記載を求める各主任担当技術者は、それぞれ１名であること。

なお、構造分野、電気分野、機械分野の主任担当技術者を協力事務所（再委託

先のうち、分担業務分野の主任担当技術者が所属する事務所をいう。以下同

じ。）に求める場合は、技術提案書の提出時に１名を確定すること。

⑫管理技術者は、記載を求める各主任担当技術者を兼任していないこと。また、

記載を求める主任担当技術者についても、記載を求める他の分担業務分野の主



任担当技術者を兼任していないこと。

⑬管理技術者及び分担業務分野が総合分野の主任担当技術者の手持ち業務につい

て、携わっている業務（本業務を含まず特定後、未契約の業務を含む。）が原

則として１０件未満であること。

⑭主たる分担業務分野である総合分野の業務（積算に関する業務及び補助に関す

る業務等を除く。）を、再委託しないこと。

⑮構造分野、電気分野、機械分野の主任担当技術者が、本事業に関する他の参加

表明書及び技術提案書の提出者の協力事務所の主任担当技術者と重複していな

いこと。

⑯業務の一部を再委託する場合であって、再委託先である協力事務所が群馬県の

建設工事に係る調査・測量・コンサルタント等入札参加者名簿に登載されてい

る場合には、当該協力事務所が指名停止を受けている期間中でないこと。

⑰配置を予定している、管理技術者及び主任担当技術者（総合・構造）は、「同

種又は類似業務」について、平成２６年４月１日以降に完了した業務において、

１件以上の実績を有さなければならない。

同種業務 主要構造部が木造で、延べ床面積が５００㎡以上かつ建築基準法別

表第二（は）欄第二号に掲げる用途（※）の建築物に係る新築工事、

増築工事（増築に係る部分の主要構造部が木造で、当該用途及び当

該規模以上であるものに限る。）又は改築工事の設計業務。

※）各種学校、職業訓練校、研修所、学術の研究所等を含む

類似業務 主要構造部が木造で、延べ床面積が５００㎡以上の建築物に係る新

築工事、増築工事（増築に係る部分の主要構造部が木造で、当該規

模以上であるものに限る。）又は改築工事の設計業務。

※注１：「管理技術者」とは、「業務委託契約約款」第１４条に定める管理技術

者をいう。以下同じ。

※注２：分担業務分野の分類は下記による。

分担業務分野 業務内容

総 合 平成21年国土交通省告示15号別添一第１項第一号及び第二号において

示される「設計の種類」における「総合」

構 造 同上「構造」

電 気 同上「設備」のうち、「電気設備」に係るもの

機 械 同上「設備」のうち、「給排水衛生設備」及び「空調換気設備」

※注３：「主任担当技術者」とは、管理技術者の下で各分担業務分野における担

当技術者を総括する役割を担う者をいう。以下同じ。

（６）その他

本業務の契約書（案）及び仕様書（案）は別添のとおりである。

２ 担当部局

（１）公示、契約等の制度に関すること、各申請書等提出先



〒３７１－８５７０ 群馬県前橋市大手町１－１－１

群馬県県土整備部建築課施設整備係 （担当：飯塚）

電 話：０２７－２２６－３７１０

ＦＡＸ：０２７－２２１－４１７１

電子メ－ル：iizuka-r@pref.gunma.lg.jp

（２）現地の状況等に関すること

〒３７９－２２２４ 群馬県伊勢崎市西小保方町４９３

群馬県農業技術センター園芸部野菜第一係 （担当：櫛川）

電 話：０２７０－６１－００６６

ＦＡＸ：０２７０－２０－２８１６

電子メ－ル：kushi-s@pref.gunma.lg.jp

３ 参加表明書の作成及び記載上の留意事項

（１）参加表明書の作成方法

参加表明書の様式は、別添（様式１～４）に示されるとおりとする。なお、用紙

サイズはＡ４版、文字サイズは１０ポイント以上、片面印刷とする。

（２）参加表明書内容の留意事項

記 載 事 項 内 容 に 関 す る 留 意 事 項

管理技術者及び 配置予定の管理技術者（様式２）及び各主任担当技術者（様式３：各主任

主任担当技術者 担当技術者ごとに１枚作成）の経験及び能力についてを記載すること。な

の経歴等 お、管理技術者及び総合分野の主任技術者については、参加表明書提出３ヶ

(様式２－１、 月以上継続して雇用していることが確認できる資料を添付すること。

３－１) ア）氏名

技術者の氏名をふりがなを付けて記載すること。

イ）生年月日

技術者の生年月日及び年齢（参加表明書提出時現在）を記載すること。

ウ）所属、役職

技術者の所属する部署及び役職を記載すること。

エ）保有資格等 技術者の保有する資格のうち「７（２）技術提案書の提出

者を選定するための基準」における「資格評価表」（以下「資格評価表」

という。）に記載された当該分野の資格を記入すること。また、資格証明

書等の写しを添付すること。

オ）平成２６年４月１日以降に完了した同種又は類似業務の実績

平成２６年４月１日以降に完了した同種又は類似業務の実績について、以

下の項目を記載すること。なお、記載する件数は１件とし、同種業務の実

績を優先して記載するものとする。また、業務に係る契約書の写し、確認

申請書の写し、図面等を添付すること。

ａ）業務名称



ｂ）発注者

発注機関名を記載する。再委託を受けた業務の場合は契約相手方を記載

し、( )内に事業主を記載する。

ｃ）受注形態

単独、設計共同体又は協力事務所のうち該当するものに○をつける。あ

わせて、設計共同体の場合は他の構成員を、協力事務所の場合は再委託

を受けた契約相手方を（ ）内に記載する。

ｄ）業務概要

同種又は類似のうち該当するものに○をつける。また、対象施設の施設

用途及び規模・構造を記載する。あわせて分担業務分野及び携わった立

場（管理技術者、主任担当技術者、担当技術者等）を記載する。

ｅ）履行期間

カ）令和３年４月１日から令和６年３月３１日までに完了した群馬県発注の

営繕事業に係る設計業務実績

令和３年４月１日から令和６年３月３１日までに完了した群馬県発注の

営繕事業に係る設計業務実績について、以下の項目を記載すること。複

数の実績がある場合は最新の実績２件までを記載すること。

ａ）業務名称

ｂ）発注者

発注機関名を記載する。再委託を受けた業務の場合は契約相手方を記載

し、( )内に事業主を記載する。

ｃ）受注形態

単独、設計共同体又は協力事務所のうち該当するものに○をつけるこ

と。あわせて、設計共同体の場合は他の構成員を記載し、協力事務所の

場合は再委託を受けた契約相手方を（ ）内に記載すること。

ｄ）分担業務分野及び立場

分担業務分野及び携わった立場（管理技術者、主任担当技術者、担当技

術者等）を記載する。

ｅ）履行期間

ｆ）評定点

評定実績を証する書面（評定通知書）の写しを添付すること

ｇ）表彰

表彰状の写しを添付すること

同種又は類似業 同種又は類似業務の実績について、配置予定の管理技術者（様式２－２）及

務の実績にかか び各主任担当技術者（様式３－２）が携わった設計業務体制を様式に従い記

る設計業務体制 載すること。同種又は類似業務の実績の設計業務体制がわかるよう管理技術

一覧 者、各主任担当技術者及び担当技術者の全てを記載すること。

（様式２－２、

３－２）

協力事務所の名 業務の一部（総合分野の業務（積算に関する業務及び補助に関する業務等を



称等 除く。）を除く。）を再委託する場合には、協力事務所の名称、再委託する

（様式４） 理由及び内容等を様式に従い記載すること。

４ 参加表明書の提出方法、提出先及び提出期限

（１）提出方法

持参又は郵送（書留郵便に限る。）、若しくは電送又は電子メ－ルによること。

（電送又は電子メ－ルの場合には着信を確認すること。）なお、電子メ－ルで提出す

る場合は以下によること。これ以外での提出は無効とする。

・使用可能なソフトは「Microsoft Word」とする。

・ファイル総数は７メガバイト以内とすること。

・ストレージサービスの使用は不可とする。

・プリントアウト時に規程の枚数内となるように設定しておくこと。なお、送信

された技術提案書のプリントアウトは白黒印刷で行う。

・圧縮ファイルの形式は「LZH」とする。

（２）提出先：２（１）に同じ

（３）受領期間：令和６年５月７日（火）から令和６年５月１５日（水）

午前９時から午後４時まで

（だだし、土日・祝日及び正午から午後１時までの時間を除く）

５ 説明書の内容についての質問の受付及び回答

（１）質問は、文書（書式は自由、ただし規格はＡ４版）により行うものとし、持参、

郵送、電送又は電子メ－ル（着信を確認すること。）のいずれの方法でも可能とす

る。なお、文書には回答を受ける担当窓口の部署、氏名、電話及びＦＡＸ番号、電

子メールアドレスを併記するものとする。

①質問の受付先：２（１）に同じ

②質問の受付期間：令和６年５月１０日（金）まで

持参する場合は、上記期間の土日・祝日及び正午から午後１時

までの時間を除く毎日、午前９時から午後４時まで

（２）質問に関する回答は、質問を受理した日から７日間（休日を含まない。最終回答

は、５月１３日（月）正午とする。）以内に質問者に対して電子メ－ルにより行う

ほか、下記のとおり閲覧に供する。

①閲覧場所：電子入札システムによる。

②閲覧期間：回答の翌日から技術提案書の提出期間の前日までの土曜日、日曜日及

び祝日を除く毎日、午前９時から午後４時まで

６ 現地視察について

現地視察を希望するものは、下記の連絡先と日程調整をおこなった上で現地視察する

ものとする。

①現地視察の連絡先：２（２）に同じ

②現地視察の受付期間：令和６年６月４日（火）まで

ただし、受付期間中であっても担当者の都合上、現地視察



ができないこともある。

７ 技術提案書の提出者に要求される資格要件および技術提案書の提出者を選定するため

の基準

（１）技術提案書の提出者に要求される資格

①地方自治法施行令（以下「自治令」という。）第１６７条の４の規定に該当しな

いものであること。

②県の調査・測量・コンサルタント資格者名簿に登載されていること。

（２）技術提案書の提出者を選定するための基準

参加表明書の評価項目、判断基準、並びに評価ウェイトは以下のとおりである。

評価 評価

項目 評価の着目点 のｳｪｲ

判断基準 ﾄ

資格 専門分野の技術者資格 各担当分野について、資格の内容を資 主任担 総 ２

格評価表により評価する。 当技術 合

者 構 １

造

電 １

気

機 １

械

技術力 平成26年4月1日以降に 評価については次のとおり 管理技術者 ４

完了した同種又は類似 同種又は類似業務の実績がある。 主任担 総 ３

業務の実績 無の場合は欠格（管理技術者及び主任 当技術 合

（実績の有無及び携わ 担当技術者（総合・構造）に限る）と 者 構 １

った場合） なる。 造

上記に加え、実績の立場を下記の順で 電 １

評価する。 気

※管理技術者の場合 機 １

①管理技術者又はこれに準ずる立場 械

②主任担当技術者又はこれに準ずる立

場

③担当技術者又はこれに準ずる立場

※主任担当技術者の場合

①管理技術者又はこれに準ずる立場

②主任担当技術者又はこれに準ずる立

場

③担当技術者又はこれに準ずる立場

令和3年4月1日から令 以下の順で評価する 管理技術者 ４

和6年3月31日までに完 ※複数の実績がある場合は各実績ごと 主任担 総 ３

了した群馬県発注の営 の成績評定点の平均 当技術 合



繕事業に係る設計業務 ①85点以上 者 構 １

の成績評定点 ②80点以上85点未満 造

③75点以上80点未満 電 １

④70点以上75円未満 気

⑤70点未満・評定なし 機 １

械

令和3年4月1日から令 以下の順で評価する 管理技術者 ２

和6年3月31日までに完 ①知事表彰の実績あり 主任担 総 1.5

了した群馬県発注の営 ②部長表彰の実績あり 当技術 合

繕事業に係る設計業務 ③実績なし 者 構 0.5

の業務表彰実績 造

電 0.5

気

機 0.5

械

３０

※上記評価により差がない場合は、管理技術者及び主たる分担業務分野である総合分

野の主任担当技術者の業務実績の内容で評価する場合がある。

資格評価表

分担業務分野 評価する資格（番号の順に評価する）

総 合 ①一級建築士 ②二級建築士 ③その他

構 造 ①一級建築士 ②二級建築士 ③その他

電 気 ①建築設備士、技術士又は一級建築士 ②一級電気工事施工管理技士 ③二級

電気施工管理技士 ④その他

機 械 ①建築設備士、技術士又は一級建築士 ②一級管工事施工管理技士 ③二級管

工事施工管理技士 ④その他

技術提案書の提出者として選定したものには、選定通知書をもって令和６年５月２

２日頃に通知する。

(３）技術提案書の提出者の選定数

技術提案書の提出者は評価上位５者程度選定する。ただし、同評価の提出者が５者

を超えて存在する場合にはこの限りでない。

８ 非選定理由に関する事項

（１）参加表明書を提出した者のうち、技術提案書の提出者として選定されなかった者

に対しては、選定されなかった旨と、その理由（非選定理由）を、非選定通知書を

もって、契約担当者から令和６年５月２２日頃に通知する。

(２）上記（１）の通知を受けた者は、通知をした日の翌日から起算して５日（休日を

含まない。）以内に書面（様式は自由）により、契約担当者に対して非選定理由に

ついて説明を求めることができる。

（３）上記（２）の回答は、説明を求めることができる最終日の翌日から起算して５日



以内に書面により行う。

（４）非選定理由の説明書請求の受付場所及び受付時間は以下のとおりである。

①受付場所：２（１）に同じ

②受付時間：午前９時から午後４時まで

（だだし、土日・祝日及び正午から午後１時までの時間を除く）

９ 技術提案書の作成及び記載上の留意事項

（１）技術提案書作成上の基本事項

プロポ－ザルは、調査、検討、及び設計業務における具体的な取り組み方法につい

て提案を求めるものであり、当該業務の具体的内容や成果の一部（図面、模型写真、

透視図等）の作成や提出を求めるものではない。具体的な設計作業は、契約後に技

術提案書に記載された具体的な取組方法を反映しつつ、発注者が提示する資料に基

づいて発注者と協議のうえ開始することとする。本説明書において記載された事項

以外の内容を含む技術提案書、又はこの書面及び別添の書式に示された条件に適合

しない技術提案書については、提案を無効とする場合があるので注意すること。

（２）技術提案書の作成方法

技術提案書の様式は別添（様式２－１～７、参考見積書は様式自由）に示されると

おりとする。ただし、様式２－１、３－１については、参加表明書時に提出したも

のにＣＰＤ取得単位の状況について追記し、提出すること。

なお、用紙サイズはＡ４版、文字サイズは１０ポイント以上、片面印刷とする。

（３）技術提案書の内容に関する留意事項

記 載 事 項 内 容 に 関 す る 留 意 事 項

様式２－１、 ・ＣＰＤ取得単位の追記

様式３－１ 参加表明書時に提出したものにＣＰＤ取得単位の状況について追記す

る。前年度（４月１日～翌３月３１日）における認定時間を記載し、

「建築ＣＰＤ運営会議」が証明する写しを添付すること。なお、これに

よらずＣＰＤ取得単位を証明できる場合は、その資料を添付すること。

業務の実施方針及 ・業務の実施方針、取組体制、設計チームの特徴、特に重視する設計上の

び手法（様式６） 配慮事項（様式７に記載する内容を除く。）、その他の業務実施上の配

慮事項等をＡ４判１枚に簡潔に記述する。

評価テーマに対す ・評価テーマは、１（３）による

る業務実施方針及 ・提案は、文章での表現を原則とし、基本的考え方を簡潔に記述するこ

び手法（様式７） と。

・視覚的表現については、文章を補完するために必要最小限な範囲におい

てのみ認めるが、具体的な建物の設計又はこれに類するものに基づいた

表現をしてはならない。（表現の許容範囲については別添参照）

・具体的な設計図、模型（模型写真を含む。）透視図等（コンピューター

グラフィックスによるものを含む。）を使用してはならない。



・各々の提案は、１提案につきＡ４判１枚以内にまとまる。

・各「評価テーマに対する技術提案」（様式７）において別添「許されな

い表現例及びその理由」に照らして、イメージ図の描き過ぎであると判

断される場合は、当該「評価テーマに対する技術提案」ごとに評価点の

１／２を減点する。

参考見積（概算） ・業務への取り組み姿勢を踏まえて必要な経費を概算し、参考見積として

提出すること。

・参考見積（概算）は、（４）で提示する業務規模と大きくかけ離れてい

ないことを確認するために用いる。

（４）業務量の目安

本業務の参考業務規模は、１８，０００千円（税込）程度を想定している。

（５）作成に用いる言語等

書類の作成に用いる言語は日本語、通貨は日本円、単位は日本の標準時及び計量法

によるものとする。

（６）技術提案書の無効

提出書類については、この書面及び別添の書式に示された条件に適合しない場合は

無効とすることがある。

１０ 技術提案書の提出方法、提出先、提出期限

（１）提出方法

１部を持参又は郵送（書留郵便に限る。）とする。

（２）提出先：２（１）に同じ

（３）受領期限：令和６年６月７日（金） 午後４時まで

（だだし、土日・祝日及び正午から午後１時までの時間を除く）

１１ 技術提案書を特定するための評価基準

（１）技術提案書の評価項目、判断基準、ならびに評価のウｴ－トは以下のとおりである。

評価 評価

項目 評価の着目点 のｳｪｲ

判断基準 ﾄ

資格 専門分野の技術者資格 各担当分野について、資格の内容を資 主任担 総合 ２

格評価表により評価する。 当技術 構造 １

者 電気 １

機械 １

技術 平成26年4月1日以降に 以下の順で評価する 管理技術者 ４

力 完了した同種又は類似 ①同種業務の実績がある。 主任担 総合 ３

業務の実績 ②類似業務の実績がある。 当技術 構造 １



（実績の有無及び携わ 上記に加え、実績の立場を下記の順で 者 電気 １

った場合） 評価する。 機械 １

※管理技術者の場合

①管理技術者又はこれに準ずる立場

②主任担当技術者又はこれに準ずる

立場

③担当技術者又はこれに準ずる立場

※主任担当技術者の場合

①管理技術者又はこれに準ずる立場

②主任担当技術者又はこれに準ずる

立場

③担当技術者又はこれに準ずる立場

令和3年4月1日から令 以下の順で評価する 管理技術者 ４

和6年3月31日までに完 ※複数の実績がある場合は各実績ごと 主任担 総合 ３

了した群馬県発注の営 の成績評定点の平均 当技術 構造 １

繕事業に係る設計業務 ①85点以上 者 電気 １

の成績評定点 ②80点以上85点未満 機械 １

③75点以上80点未満

④70点以上75円未満

⑤70点未満・評定なし

令和3年4月1日から令 以下の順で評価する 管理技術者 ２

和6年3月31日までに完 ①知事表彰の実績あり 主任担 総合 1.5

了した群馬県発注の営 ②部長表彰の実績あり 当技術 構造 0.5

繕事業に係る設計業務 ③実績なし 者 電気 0.5

の業務表彰実績 機械 0.5

ＣＰＤ ＣＰＤ取得単位を評価 管理技術者 １

主任担 総合 １

当技術 構造 １

者 電気 １

機械 １

業務の実施方 業務の理解度及び取 業務内容、業務背景、手続の理解が高く、積極性

針及び手法 組意欲 が見られる場合に優位に評価する。 ５

(評価にあた

っては技術提 業務の実施方針 業務への取組体制、設計チームの特徴、特に重視

案書の内容及 する設計上の配慮事項等について（ただし、評価

びヒアリング テーマに対する内容を除く。）、的確性、実現性 ５

の結果により 等を総合的に評価する。

総合的に判断

を行う。) 評価テーマ ① テーマ①について、その的確性（与条件との整合

対する技術 性が取れているか等）、実現性（提案内容が理論



提案 的に裏付けられており、説得力のある提案となっ ２０

ているか等）を考慮して総合的に評価する。

② テーマ②について、同上。 ２０

③ テーマ③について、同上。 １０

④ テーマ④について、同上。 １０

参考見積（概算） 指示した業務規模と大きくかけ離れている場合 数値化

は、特定しない。 しない

合 計 105

（２）（１）の基準により最高得点となった者を特定者とし、特定された旨を、特定通

知書をもって令和６年６月１９日頃に通知する。

１２ ヒアリング

（１）以下のとおりヒアリングを行う。

①実施場所：県庁１７階１７１会議室（予定）

②実施期間：令和６年６月１４日（金）（予定）

③ヒアリングの日時は決定され次第別途通知する。

④出席者：配置予定の管理技術者及び主たる分担業務分野である総合分野の主任担

当技術者とする。

（２）ヒアリングでは１１（１）評価項目について質疑応答を行う。

（３）ヒアリング時の追加資料は受理しない。

１３ 非特定理由に関する事項

（１）提出した技術提案書が特定されなかった者に対しては、特定されなかった旨と、

その理由（非特定理由）を、非特定通知書をもって、契約担当者から令和６年６月

１９日頃に通知する。

（２）上記（１）の通知を受けた者は、通知をした日の翌日から起算して７日（休日を

含まない。）以内に、書面（様式は自由）により、契約担当者に対して非特定理由

について説明を求めることができる。

（３）上記（２）の回答は、理由を求めることができる最終日の翌日から起算して１０

日以内に書面により行う。

（４）非特定理由の説明書請求の受付場所及び受付時間は以下のとおりである。

①受付場所：２（１）に同じ

②受付日時：令和６年６月２８日（金） 午後４時まで

（だだし、土日・祝日及び正午から午後１時までの時間を除く）

１４ 業務委託

（１）委託の取扱

①特定者は、群馬県と随意契約する第１交渉権を有するものとする。

②特定者と群馬県が、業務委託契約の条件で合意に至らなかった場合、あるいは特

定者及びその提案書が、１（５）業務実施上の条件に抵触していることが後日判

明した場合は、その者との契約は結ばず、次点得点者と契約の交渉を行うことと



する。

（２）契約者の責務

①契約者は、設計業務として、農業技術センター野菜第１係調査棟及び資材庫の建

替工事に係る設計を実施するものとする。

②業務委託の名称

農業技術センター野菜第１係調査棟及び資材庫改築工事基本・実施設計業務委託

１５ 契約書作成の要否等

別冊契約書（案）により契約書を作成するものとする。

１６ 支払条件

前払金 有 （業務委託料の１０分の３以内）

１７ 苦情申し立てに関する事項

本手続きに関し、８の非選定理由に関する説明及び１３の非特定理由に関する説明に

対して不服がある者は、群馬県建設工事の入札・契約及び指名停止措置に係る苦情処

理要領の定めるところにより、群馬県知事に対して再苦情申立てを行うことができる。

群馬県県土整備部建築課施設整備係

電話 ０２７－２２６－３７１０

１８ 関連情報を入手するための照会窓口

２（１）に同じ

１９ その他の留意事項

（１）手続きにおいて使用する言語及び通貨 日本語及び日本通貨に限る。

（２）本業務を受注したコンサルタント及び、本業務を受注したコンサルタントと資本

・人事面等において関連があると認められる製造業者又は建設業者は、本業務に係

る工事の入札に参加し又は当該工事を請け負うことができない。

（３）提出期限までに参加表明書を提出しない者及び技術提案書の提出者に選定された

旨の通知を受けなかった者は、技術提案書を提出できないものとする。

（４）参加表明書及び技術提案書の作成、提出、現地視察及びヒアリングに関する費用

は、提出者の負担とする。

（５）参加表明書及び技術提案書に虚偽の記載をした場合には、参加表明書及び技術提

案書を無効とするとともに、虚偽の記載をした者に対して指名停止の措置を行うこ

とがある。

（６）提出された参加表明書は返却しない。なお、提出された参加表明書は、技術提案

書の提出者の選定以外に提出者に無断で使用しない。

（７）特定されなかった場合には、技術提案書を返却する。なお、提出された技術提案

書は、技術提案書の特定以外に提出者に無断で使用しない。なお、特定された技術

提案書を公開する場合には、事前に提出者の同意を得るものとする。



（８）参加表明書及び技術提案書の提出後において、原則として参加表明書及び技術提

案書に記載された内容の変更を認めない。また、参加表明書及び技術提案書に記載

した予定技術者は、原則として変更できない。ただし、病休、死亡、退職等のやむ

をえない理由等により変更を行う場合には、同等以上の技術者であるとの発注者の

了解を得なければならない。

（９）技術提案書の特定後に、提案内容を適切に反映した特記仕様書の作成のために、

業務の具体的な実施方針について提案を求めることがある。


